（様式第１号）

                                                    　　　　　年　　月　　日


  　秋田県知事　　　　　　　  宛



住所　

会社名　
氏名　
ＴＥＬ　
ＦＡＸ　
Ｅメール　

担当者　
                              

建設ＤＸ加速化事業採択申請書


  建設ＤＸ加速化事業の支援を受けたいので、次の書類を添えて申請します。





【添付書類】
(1) 事業計画書　　（様式第２号）　
(2) 収支予算書　　（様式第３号）
(3) 誓約書（様式第４号）






（様式第２号）

事業計画書

１　事業の概要
	事業区分
（いずれかの【】
に○印）
	Ⅰ型【　　】
	Ⅱ型【　　】

	事業概要
	



	事業実施期間
	　　年　  月　  日　～　　　　　年　　月　　日


２　事業の内容
（１）現状、課題及び事業の必要性等
	












（２）具体的内容、実施スケジュール

	①　事業で購入する機器等の具体的内容
	名称
	

	仕様・性能
	

	具体的な活用方法
	


②　事業の実施スケジュール




（３）事業実施により期待される効果、目標等
　　　※次のいずれか一つ以上を導入する場合は、数値を用いる等により詳細に記入してください。
　　　　　・第４条第１項第１号５）
　　　　　・第４条第１項第２号３）
	


















（４）ＩＣＴ普及啓発活動（同業他社等向けの技術研修会や講習会等）
	研修等の内容
	概要

	
	

	
	カリキュラム・目次等

	
	

	開催時期
	

	開催場所
	

	参加者募集方法
	

	参加人数
	






（様式第３号）


収支予算書


１　収入
	科　　目
	金　　額
	摘　　要

	自己資金
	円
	

	補助金
	円
	補助対象経費(税抜)の
1/2以内(千円未満切捨)

	借入金
	円
	

	その他
	円
	

	合　　計
	円
	




２　支出
	科　　目
	金　　額
	摘　　要

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	合　　計
	円
	



注１　内訳を記載した書類（様式任意）を添付すること。
注２　内訳の根拠資料として、見積書を添付すること。





（様式第４号）

誓　約　書

　私（当社）は、下記事項を誓約します。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

１　次の全てに該当します。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当す
る者でないこと。
(2) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者（手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。
(3) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなされている者（手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。
(4) 県の融資（間接融資を含む。）に係る債務の履行を怠っている者でないこと。
(5) その他不正又は不誠実な行為をしない者であること。









秋田県知事　　　　　宛


　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　注　代表者が必ず自署してください　　　　　

（様式第５号）


ＩＣＴ普及啓発活動実施報告書


年　　月　　日


　秋田県知事　　　　　　　宛


住所
　　
氏名
　　


　　　　　年　　月　　日付け指令－　　　　によって交付決定を受けた補助事業において、ＩＣＴ普及啓発活動の実施を完了したので報告します。


  １　補助金の名称　　　　　建設ＤＸ加速化事業費補助金


  ２　補助金決定額　　　　　　　　　　　　　　円 

	研修等の内容
	概要

	
	

	
	カリキュラム・目次等

	
	

	開催時期
	

	開催場所
	

	参加人数
	



注　使用した資料や実施の様子を撮影した写真等を添付すること。




